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2024年11月18日 

株式会社名古屋証券取引所 

自主規制グループ 

新 規 上 場 会 社 概 要 

 

会 社 名   京極運輸商事株式会社 

（英訳名 Kyogoku unyu shoji Co.,Ltd.） 

 

代表者の役職氏名  代表取締役社長 坂井 文明 

本 店 所 在 地 

 
 

〒103-0007 東京都中央区日本橋浜町一丁目２番１号 

℡ 03-5825-7131 

（最寄りの連絡場所）  同上 

Ｕ Ｒ Ｌ  https://www.kyogoku.co.jp/ 

設 立 年 月 日  1947年５月12日 

事 業 の 内 容  
石油類・化学製品類の液体輸送、港湾貨物搬出入等の国際物流、ドラム缶販

売、エネルギー販売、石油・化学製品の貯蔵タンク洗浄 

業種別分類・コード  陸運業・９０７３ （新証券コード(ISIN)  JP3248400008） 

株 式 の 総 数  （2024年９月30日現在） 

発行済株式総数  3,200,000株 

資 本 金  50,000千円 

 

新 規 上 場 有 価 証 券  （上場予定日  2024年 11月 25日） 

銘   柄 種 類 上場株式数 単元株式数 

 

京極運輸商事㈱ 株式 

 

 

普通株式 

 

株 

3,200,000 

 

株 

100 
 

 

公 募 ・ 売 出 し  なし 

既 上 場 取 引 所  東京証券取引所スタンダード市場 

 

Ⅰ．会 社 の 概 要 

１．役員の状況 

(1) 代表者の略歴 

役 職 名 
氏   名 

（生年月日） 
略     歴 

 

代表取締役社長 

営業部・ 

京葉支店・ 

川崎支店・ 

鹿島支店・ 

坂井
さかい

 文明
ふみあき

 
(1968年１月17日) 

1990年 ４月 日本石油㈱（現・ＥＮＥＯＳ㈱）入社 

2009年 ４月 新日本石油㈱（現・ＥＮＥＯＳ㈱） 

関東第３支店販売３グループマネージャー 

2015年 ４月 ＪＸエネルギー㈱（現・ＥＮＥＯＳ㈱） 

中部支店副支店長 

2019年 ４月 ＪＸＴＧエネルギー㈱（現・ＥＮＥＯＳ㈱） 
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倉庫事業部 

担当 

東京支店副支店長 

2021年 ４月 ＥＮＥＯＳ㈱ 北海道支店副支店長 

2022年 ６月 京極運輸商事㈱（以下、同社）社長付 

2022年 ６月 同社代表取締役社長（現任） 

 

(2) その他の役員の役職・氏名 

（ 取 締 役 ）  立岩 敦、鈴木 秀樹、深澤 晶久(社外) 

（ 監 査 役 ）  児玉 達也、市川 静代(社外)、纐纈 良二(社外) 

 

２．会社の沿革 

年 月 主    な    沿    革 

1947年５月 個人営業を改め、中央区新川に㈱京極社設立、社長 京極友助。 

設立時の事業所は川崎作業所(現・川崎支店)、金町作業所(名称変更により金町事業所 

2004年10月廃止)、横浜出張所(現・京浜支店)。 

1950年３月 一般区域貨物自動車運送事業再開。 

1951年２月 ドラム缶工場建設、操業開始(1961年11月ドラム缶製作部門分離)。 

1952年６月 税関貨物取扱人の免許を得て、通関業を開始。 

1958年３月 ㈱弥生京極社を設立(現・持分法適用関連会社)。 

1961年12月 市川支店(名称変更により市川事業所 1998年12月廃止)開設。 

1962年４月 五井営業所(現・京葉支店)開設。 

1964年10月 京浜港における一般港湾運送事業の免許取得。 

1964年11月 ㈱京極社を京極運輸商事㈱（以下、同社）と改称。 

1966年９月 日本証券業協会に登録、株式店頭売買開始(現・東京証券取引所スタンダード市場上

場)。 

1968年８月 浮島倉庫開設、倉庫営業開始。 

1971年４月 タンククリーニング部門を分離、日本タンクサービス㈱設立(現・連結子会社)。 

ドラム洗滌部門を分離、サンドラムサービス㈱(現・日本容器㈱ 2008年12月株式譲渡)

設立。 

1973年３月 石油部門を分離、同社全額出資にて京極石油㈱(現・ＥＮＥＯＳ㈱特約店)設立(現・連結

子会社)。 

1973年５月 小樽事業所(1997年９月廃止)開設。 

1976年５月 鹿島事業所(2014年９月廃止)開設。 

1979年８月 蔵王事業所開設。 

1981年５月 同社全額出資にて京浜京極運送㈱(2011年６月１日吸収合併)設立。 

1981年９月 中津事業所(2013年10月廃止)開設。 

1986年10月 大阪事業所(名称変更により関西駐在 1994年６月廃止)開設。 

1987年11月 苫小牧事業所(名称変更により北海道事業所 2000年６月廃止)開設。 

1988年８月 ㈱泉州配送センターを子会社(1993年９月株式譲渡)とし、大阪地区の営業拡充。 

1988年10月 倉敷事業所開設。 

富士事業所開設。 

1990年７月 三菱石油㈱(現・ＥＮＥＯＳ㈱)の関係会社(2010年７月完全親会社であるＪＸホールディ

ングス㈱(現・ＥＮＥＯＳホールディングス㈱)に株式継承)となる。 

1996年３月 ㈲本町ビルに出資(1999年９月出資金売却)。 

1999年８月 関西営業部(2003年６月廃止)開設。 

2004年４月 同社全額出資にて㈲京極トランスポートサービス(現・㈱ＴＳトランスポート)設立(2023

年10月１日吸収合併)。 

2004年11月 白井事業所設立。 

2006年８月 本社移転(中央区新川より中央区日本橋浜町へ)。 

2010年７月 ＪＸホールディングス㈱(現・ＥＮＥＯＳホールディングス㈱)の関係会社(現・ＥＮＥＯ

Ｓ㈱より株式継承)となる。 
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2011年６月 京浜京極運送㈱(100％子会社)を吸収合併。 

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより JASDAQ スタンダードからスタンダード市場へ

移行。 

2023年10月 ㈱ＴＳトランスポート（100%子会社）を吸収合併。 

 

３．最近の発行済株式総数及び資本の額の推移 

年月日 
発行済株式 

総数増減数 

発行済株式 

総数残高 

資本金 

増減額 
資本金残高 

資本準備金 

増減額 

資本準備金 

残高 
備 考 

 株 株 千円 千円 千円 千円  

1972 年 12 月１日 1,000,000 3,200,000 50,000 160,000 385 1,072 第三者割当 

(注) 発行可能株式総数 12,000,000株（2024年３月31日現在） 

 

４．大株主の状況（2024年３月31日現在） 

（注）上記のほか、自己株式 235千株がある。 

 

 

５．株式事務の概要 

(1) 事 業 年 度  毎年４月１日から翌年３月31日まで 

(2) 定 時 株 主 総 会 開 催 日  毎年６月 

(3) 基 準 日  毎年３月31日 

(4) 剰余金の配当の基準日  毎年９月30日、毎年３月31日 

(5) 株 主 名 簿 管 理 人  三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 

 

６．その他 

(1) 市 場 区 分  メイン市場 

(2) 事務幹事金融商品取引業者  みずほ証券㈱ 

(3) 監 査 人  有限責任監査法人トーマツ 

 

氏名又は名称 所有株式数 

発行済株式（自己

株式を除く。）の

総数に対する所有

株式数の割合 

 

ＥＮＥＯＳホールディングス㈱ 

明治安田生命保険相互会社 

（常任代理人)㈱日本カストディ銀行 

西 將弘 

京北倉庫㈱ 

ジェットエイト㈱ 

京極 紳 

高橋産業㈱ 

神奈川三菱ふそう自動車販売㈱ 

グリーンエイト㈱ 

㈱タンクテック 

千株 

977 

160 

 

158 

157 

156 

153 

108 

101 

88 

78 

％ 

32.96 

5.40 

 

5.34 

5.28 

5.26 

5.16 

3.63 

3.41 

2.97 

2.64 

計 2,136 72.01 
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Ⅱ．事業の概要 

１．主要な設備等の状況 （2024年３月31日現在） 

 本 店  東京都中央区 

 事 業 所  川崎支店（神奈川県川崎市）、京葉支店（千葉県市原市）、 

京浜支店（神奈川県川崎市）、鹿島支店（茨城県神栖市）、 

容器部（東京都中央区）、本店資産管理（東京都中央区） 

 連 結 子 会 社  京極石油㈱（東京都中央区）、日本タンクサービス㈱（神奈川県川崎市） 

 持 分 法 適 用 

関 連 会 社 

 ㈱弥生京極社（神奈川県横浜市） 

 

２．販売実績（連結）（2024年３月期） 

セグメント名称 売上高（百万円） 
前期比

（％） 

構成比 

（％） 

国内輸送事業 3,601 95.6 42.8 

国際物流事業 635 86.1 7.6 

ドラム缶・ペール缶事業 2,350 101.3 27.9 

エネルギー事業 1,323 91.6 15.7 

タンク洗浄事業 502 110.9 6.0 

合計 8,414 96.4 100.0 

 

３．従 業 員 の 状 況  （2024年３月31日現在） 

(1) 連結会社   303名 

(2) 新規上場会社  287名 

 

４．最近の業績等の推移 

（連結） 

期 別 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
純資産額 総資産額 

 

2020.３期 

2021.３期 

2022.３期 

2023.３期 

2024.３期 

百万円 

9,052 
8,698 
8,969 
8,725 
8,414 

百万円 

114 

172 

151 

6 

32 

百万円 

164 

219 

204 

89 

123 

百万円 

117 

154 

153 

61 

60 

百万円 

3,365 

3,805 

3,791 

3,945 

4,348 

百万円 

7,384 

7,928 

7,661 

7,488 

8,072 

（予 想） 

2025.３期 

 

8,470 

 

58 

 

120 

 

84 

 

－ 

 

－ 

(注) 予想数値は、同社発表資料による（以下同じ）。 

 

（個別） 

期 別 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額 

 

2020.３期 

2021.３期 

2022.３期 

2023.３期 

2024.３期 

百万円 

6,161 

5,890 

6,244 

6,321 

6,365 

百万円 

93 

75 

87 

59 

18 

百万円 

123 

103 

117 

107 

94 

百万円 

83 

82 

96 

72 

98 

百万円 

2,640 

2,971 

2,899 

3,072 

3,473 

百万円 

6,101 

6,502 

6,282 

6,257 

7,296 
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５．１株当たり数値 

種類 

期別 

当期純利益 
純資産額 

配 当 金 

（中 間） 期中平均株式数 潜在株式調整後 

  円 円 円 円 

2023.３期 
連結 20.28 － 1,285.37 

10.00(0.00) 
個別 23.78 － 1,004.80 

2024.３期 
連結 19.83 － 1,459.41 

10.00(0.00) 
個別 32.35 － 1,171.50 

（予 想） 

2025.３期 
連結 28.33 － － 10.00(0.00) 

(注) １．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数１株当たりの数値である。 

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数１株当たりの数値である。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 

 

１．『新規上場会社概要』は、当取引所が新規上場会社を紹介するための資料であり、投資勧誘を目

的に作成されたものではありません。 

２．新規上場会社の「新規上場申請のための有価証券報告書」等を当取引所総務グループにおいて縦

覧に供しております。 

３．本銘柄については、新規上場日の売買から成行売呼値及び成行買呼値を行うことが可能です。 

＜内容等に関するお問い合わせ先＞ 

株式会社名古屋証券取引所 自主規制グループ 上場監理担当 

ＴＥＬ ０５２－２６２－３１７４ 

ＦＡＸ ０５２－２６４－４７０２ 


